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入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
令和５年２月１日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構

九州医療センター院長 森田 茂樹
◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 40
〇第 12807 号（№12807）
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 独立行政法人国立病院機構九州医
療センター リニアック棟増築整備工事
 工事場所 福岡県福岡市中央区地行浜１
８１ 独立行政法人国立病院機構九州医療
センター内
 構造 鉄筋コンクリート造地上１階建
 建築面積 約1100
 延床面積 増築棟 約1100
 工期 約13ヶ月以内（最終完成工期は令和
６年度予定）
※本工事の着手日については、落札者が選択
（工事着手日選択可能期間は落札後、120
日以内）出来ることとします。

２ 工事内容
 リニアック棟増築、既存棟改修、外構工事
 建設工事に伴う近隣対策業務
 建設工事に伴う各種許認可申請、行政手続
等（計画通知を除く）
 現場における設計変更に伴う業務
・設計変更に関わるあらゆる検討及び申請業
務における全ての行政折衝、必要書類作成
・設計変更に伴うコスト管理
 使用する主要な資機材 コンクリート約
2300、鉄筋約210ｔ、鉄骨約２ｔ、板ガラ
ス約110

３ 競争参加資格
 競争参加者は次に掲げる又はの者とす
る。
 次のからまでに掲げる条件を全て満
たしている特定建設工事共同企業体（以下
「共同企業体」という。）であって、独立行
政法人国立病院機構九州医療センター院長
から独立行政法人国立病院機構九州医療セ
ンターリニアック棟増築整備工事に係る共
同企業体として資格認定通知を受けた者で
あること。

 次のからまでに掲げる条件を全て満
たしている単体有資格者（経常建設共同企
業体を含む。以下同じ。）。

 次の、又はの条件を満たしているこ
と。
 特別な理由がある場合を除き、契約を締
結する能力を有しない者、破産者で復権を
得ない者、暴力団員による不当な行為の防
止等に関する法律（平成３年法律第77号）
第32条第１項各号に掲げる者及び独立行政
法人国立病院機構反社会的勢力への対応に
関する規程（平成27年規程第63号）第２条
第１項各号に掲げる者に該当しないこと。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を
得ている者は、特別の理由がある場合に該
当する。
 次の各号のいずれかに該当すると認めら
れる者で、その事実があった後一定期間経
過していない者に該当しないこと。これを
代理人、支配人その他の使用人として使用
する者についても同様とする。
なお、期間等については独立行政法人国
立病院機構の理事長から発出した契約指名
停止等措置要領に基づく指名停止期間等を
適用する。
一 契約の履行に当たり、故意に工事、製
造その他の役務を粗雑に行い、又は物件
の品質若しくは数量に関して不正の行為
をした者
二 公正な競争の執行を妨げた者又は公正
な価格を害し、若しくは不正な利益を得
るための連合をした者
三 交渉権者が契約を結ぶこと又は契約者
が履行することを妨げた者
四 監督又は検査の実施に当たり職員及び
経理責任者が委託した者の職務の執行を
妨げた者
五 正当な理由なく契約を履行しなかった
者
六 契約により、契約の後に代価の額を確
定する場合において、当該代価の請求を
故意に虚偽の事実に基づき過大な額で
行った者

４ 入札手続等
 担当部署 〒8108563 福岡県福岡市中央
区地行浜１８１ 独立行政法人国立病院
機構九州医療センター 企画課業務班長 向
井 優 電話0928520700
 入札説明書の交付期間、場所及び方法
令和５年２月２日から令和５年３月16日ま
で（土日祝日を除く毎日９時00分から17時00
分まで）担当部署にて交付する。交付にあ
たっては、実費を徴収する。

七 前各号のいずれかに該当する事実が
あった後２年を経過しない者を契約の履
行に当たり、代理人、支配人その他の使
用人として使用した者
八 前各号に類する行為を行った者
 に該当する者を入札代理人として使用
する者に該当しないこと。

 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限の日から開札の時ま
での期間に独立行政法人国立病院機構の理事
長又は経理責任者から指名停止を受けていな
いこと。
 １に示した工事に係る設計業務等の受託者
又は当該受託者と資本若しくは人事面におい
て関連がある建設業者でないこと。
 共同企業体の代表者である構成員又は単体
有資格者は、次に掲げる基準を満たす主任技
術者又は監理技術者を当該工事に専任で配置
できること。なお、共同企業体の代表者以外
の構成員は、次に掲げるの基準を満たす主
任技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。
 １級建築施工管理技士又は一級建築士の
資格を有する者であること。
 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。

 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、厚生労働省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。
 共同企業体の構成員の数は２社又は３社と
する。
 共同企業体の各構成員の出資比率は、均等
割の10分の６以上であること。
 共同企業体の代表者は、最大の施工能力を
有する者とし、かつ、出資比率が構成員の中
で最大であること。

 厚生労働省から九州沖縄地域における「建
築一式工事」に係る一般競争参加資格の認定
を受けていること。（会社更生法（平成14年法
律第154号）に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続開始の申立
てをした者については、手続開始の決定後、
九州沖縄地域における一般競争参加資格の再
認定を受けていること。）
 厚生労働省から九州沖縄地域における「建
築一式工事」に係る一般競争参加資格の認定
の際に客観的事項（共通事項）について算定
した点数（以下「客観点数」という。）が
1050点以上であること。
また、の再認定を受けた者にあっては、
当該再認定の際に客観点数が1050点以上で
あること。
ただし、共同企業体の場合の代表構成員以
外の構成員については1050点以上とする。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てをした者（の再認定を
受けた者を除く。）でないこと。
 平成19年度以降に元請けとして完成、引渡
しが完了した次に掲げる工事の施工実績を有
すること。
単体有資格者及び共同企業体の代表者は、
単独又は共同企業体の代表者として施工した
の施工実績を有すること。共同企業体の構
成員はの施工実績を有するか又は共同企業
体として施工したの施工実績を有するこ
と。（共同企業体の構成員としての実績は、出
資比率が20％以上の場合のものに限る。また、
施工実績は施工中のものを除く。）
 ＲＣ造、ＳＲＣ造又はＳ造の病院、社会
福祉施設、老健施設若しくは大学の研究機
関の新築又は増築

 ＲＣ造、ＳＲＣ造又はＳ造の病院、社会
福祉施設、老健施設若しくは大学の研究機
関の新築又は増築
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